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自己紹介

金子貴代 略歴

• 2019年～ 再エネ100宣言 RE Actionの立ち上げ。事務局・普及・広
報業務を担当

• 2010年～2021年 グリーン購入ネットワーク（GPN）に勤務
GPNでは環境に配慮した製品選びのガイドラインを策定・改定。
近年では食品や日用品の原料となるパーム油の持続可能性や、
環境に配慮した電力の選び方について担当。

• （環境省）グリーン購入及び環境配慮契約に係る地方公共団体普及促進事業 実務支援者

• （環境省）脱炭素社会形成行動の主流化推進事業 委託調査
中小企業や自治体の再エネ調達事例調査を行い、成果の一部は
「公的機関のための再エネ調達実践ガイド」へ

• 多摩市再生可能エネルギービジョン策定専門家委員（2022年度）
• 第9期さいたま市環境審議会委員（2021年度～）
• 2020年度さいたま市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 改定委員
• 2018年東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の持続可能な調達ワーキンググループ特
別委員（パーム油）



出典）温室効果ガスインベントリオフィス／

全国地球温暖化防止活動推進センターウェブ
サイト（https://www.jccca.org/）より
日本の一次エネルギー総供給の推移（1950～
2020年） 3

ゼロカーボンシティとは？

目標は・・・

2050年に
化石燃料の使用がゼロ

2030年に
カーボンハーフ



引用 資源エネルギー庁 第6次エネルギー基本計画（素案）
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2021/046/046_004.pdf

再エネ
18%→36%
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日本の目標 第6次エネルギー基本計画



5
引用 IEA Net Zero by 2050 A Roadmap for the Global Energy Sector
https://www.iea.org/reports/net-zero-by-2050

各マイルストーンのうち、どれか一
つでも送れると2050年のネットゼロ
実現が困難

2025年 化石燃料ボイラの販売終了
2030年 すべての新築建物がゼロ炭素
2035年 内燃機関自動車販売終了
2040年 既築建物50%がゼロ炭素
2040年 世界の全ての電気がゼロ排出

IEA ネットゼロ2050
ロードマップ
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引用 エネチェンジ EVsmartBlog ヨーロッパで電気自動車の売上とシェアが拡大中【最新情報／2022年7・8月期】
https://blog.evsmart.net/ev-news/electric-vehicle-sales-in-europe/

EVの急速な普及



脱炭素で差別化されていく
行政・地域



引用 環境省 脱炭素地域づくり支援サイト
https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/supports/
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引用 環境省 脱炭素先行地域の概要について
https://www.env.go.jp/press/110988.html



10引用 ファーウェイの蓄電池をPPAでフル活用！「脱炭素先行地域」に選ばれた熊本県球磨村の取り組みとは？
https://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/2207/05/news005.html

✓ 荒廃農地などを活用したソーラーシェアリング（営農型太陽
光発電）による電力供給

✓ 公共公益施設に自家消費型太陽光発電設備と蓄電池を設置。

電気代のコスト削減だけでなく、災害時にも電気が使える
環境を整備して村全体としてのレジリエンスの強化を図る。
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鳥取県 NE-ST
（とっとり健康省エネ住宅性能基準）

引用 鳥取県ウェブサイト NE-STとは
https://www.pref.tottori.lg.jp/293782.htm

ヒートショック予防 15年で冷暖房費の削減により増額となった工事費を回収
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ゼロカーボンシティの絵姿

引用 https://www.ecoft.org/

鳥取県地球温暖化防止活動推進センター チーム・ゼロ・カーボン・チャレンジ
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ゼロカーボンシティの絵姿
引用 熊本県 第２次熊本県総合エネルギー計画



脱炭素で差別化されていく
企業



協議会を5団体で構成

参加要件
① 使用電力を100%再エネに転換する目標設定と公表
② 再エネに関する政策エンゲージメントの実施
③ 消費電力量・再エネ率を毎年報告
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•グリーン購入ネットワーク（GPN）
•イクレイ日本（ICLEI）
•公益財団法人 地球環境戦略研究機関（IGES）
•日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）
•一般社団法人 地球温暖化防止全国ネット（JNCCA）

企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が
使用電力を100％再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、

再エネ100％利用を促進する枠組み



参加団体数等(2022.10.22)

増える参加団体



引用 東北電力株式会社 自由化部門お客さまの電気料金の取り扱いについて

https://www.tohoku-epco.co.jp/info/dbusiness/20220729/pdf/contents_review.pdf 17

化石燃料の高騰、電力卸売価格の高騰



引用 東北電力株式会社 自由化部門お客さまの電気料金の取り扱いについて

https://www.tohoku-epco.co.jp/info/dbusiness/20220729/pdf/contents_review.pdf 18

電力単価の値上げ



引用 環境省 国際的な取組 SBT概要資料
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/intr_trends.html

背景
投資家からの要求

日本企業
139社が認定 2021年11月24日

対象範囲
サプライチェーン排出量
（Scope1+2+3）
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SBTのひろがり
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再エネ100宣言 RE Action
再エネ導入の事例をウェブサイトで公表

コストアップを回避して再エネ100%を実現
→中小企業なら可能

ウェブサイト https://saiene.jp/casestudy2020



再エネ100宣言RE Action 年次報告2021より（https://saiene.jp/annualreport）

再エネ100宣言 RE Action参加の反響
参加団体へのアンケート結果
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再エネ100宣言 RE Action参加団体へのインタビュー＠ヒマナイヌスタジオ YouTubeで公開
https://www.youtube.com/channel/UCnvlGolzwd3kO37A5zd20tg

脱炭素やサステナブルを訴求し成長
株式会社メンバーズ
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✓先んじて着手すれば、得られる果実もそれだけ多い

✓脱炭素社会の考え方
経済性と社会的課題の解決は両立できる
脱炭素やサステナブルを訴求し成長

エネルギー問題からの自立＋差別化

⇒企業にとっては ビジネスチャンス
⇒市民にとっては 豊かな暮らし

まとめ


